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警察庁 

警察庁 
 

警察庁 
 

警察庁 
 

警察大学校 

警察行政に係る国際協力を推進するため、長官官房国際課に国際支援官を置いた。 

都道府県警察が行うサイバー犯罪捜査に関する指導・調整能力の向上を図るため、生
活安全局情報技術犯罪対策課に情報技術犯罪捜査指導官を置いた。 

犯罪の検挙に向けた情報の総合分析を推進するため、刑事局刑事企画課に情報分析支
援室を置いた。 

北朝鮮当局による拉致に関する事務を推進するため、警備局外事情報部外事課に拉致
問題対策室を置いた。 

犯罪の取締りのための情報技術の解析に関する教養を行うため、警察大学校附属警察
情報通信学校に情報技術解析教養部を置いた。 

18.4.1 

18.4.1 
 

18.4.1 
 

18.4.1 
 

18.4.1

機 関 名 施行年月日 要　　　　　　　　　旨 

ら 

平成18年中の主な組織改正

遺失物法（平成18年法律第73号） 
 
 
 

銃砲刀剣類所持等取締法の一部を改正す
る法律（平成18年法律第41号） 

刑事施設及び受刑者の処遇等に関する法
律の一部を改正する法律（平成18年法
律第58号） 
 
 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促
進に関する法律（平成18年法律第91号） 
 
 
 

感染症の予防及び感染症の患者に対する
医療に関する法律等の一部を改正する法
律（平成18年法律第106号） 

最近における遺失物の取扱いの状況を踏まえ、現行の遺失物法（明治32年法律第87号）
の全部を改正し、拾得物の返還及び売却のための手続、施設における拾得物に係る手
続の特例、拾得者への所有権の帰属の例外に関する規定等を整備したほか、表記を現
代用語化した。 

最近における準空気銃を使用した犯罪の実情等を踏まえ、これによる危害の発生を防
止するため、その所持を禁止するなどの規定を整備した。 

留置施設等の適正な管理運営を図るとともに、被留置者等について、その人権を尊重
しつつ適切な処遇を行うため、都道府県警察への留置施設の設置、留置施設視察委員
会の設置等留置施設の設置及び管理運営に関する事項を定めたほか、不服申立制度の
整備を含め、未決拘禁者の処遇について詳細な規定を整備した。なお、改正後の法律
名は「刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律」となる。 

高齢者、障害者等の円滑な移動及び建築物等の施設の円滑な利用の確保に関する施策
を総合的に推進するため、主務大臣による基本方針並びに旅客施設、建築物等の構造
及び設備の基準の策定のほか、市町村が定める重点整備地区において、高齢者、障害
者等の計画段階からの参加を得て、旅客施設、建築物等及びこれらの間の経路の一体
的な整備を推進するための措置等を定めた。 

「テロの未然防止に関する行動計画」（平成16年12月10日国際組織犯罪等・国際テロ
対策推進本部）に基づき、生物テロに使用されるおそれのある病原体及び毒素の管理
体制の確立等を図るため、特定病原体等について、所持等の許可制等の規制を課する
とともに都道府県公安委員会に対する運搬の届出、事故の際の警察官等への届出、警
察庁長官による厚生労働大臣に対する意見陳述等に関する規定を整備した。 

19.12.10 
 
 
 

18.8.21 
（一部を除く） 

19.6.1 
 
 
 
 

18.12.20 
 
 
 
 

19.6.1 
（一部を除く） 

法 律 名 施行年月日 要　　　　　　　　　旨 

平成18年中の主な法律の制定（警察関係）

1 平成18年の組織改正と法令の制定
資料編

警察法施行令の一部を改正する政令（平
成18年政令第97号） 

警察庁組織令の一部を改正する政令（平
成18年政令第98号） 

犯罪被害者等給付金の支給等に関する法
律施行令の一部を改正する政令（平成
18年政令第99号） 

刑事施設及び受刑者の処遇等に関する法
律施行令（平成18年政令第192号） 

銃砲刀剣類所持等取締法施行令の一部を
改正する政令（平成18年政令第263号） 
 

警察官の職務に協力援助した者の災害給
付に関する法律施行令の一部を改正する
政令（平成18年政令第270号） 

犯罪被害者等給付金の支給等に関する法
律施行令の一部を改正する政令（平成
18年政令第271号） 

道路交通法施行令の一部を改正する政令
（平成18年政令第352号） 

探偵業の業務の適正化に関する法律に規定
する道公安委員会の権限の方面公安委員会
への委任に関する政令（平成18年第367号） 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進
に関する法律施行令（平成18年政令第379号） 

地方警務官の定員、地方警察職員たる警察官の都道府県警察ごとの定員の基準を改め
た。 

刑事局刑事企画課及び捜査第一課の所掌事務を変更した。 
 

重傷病給付金の支給対象要件の緩和、支給対象期間の拡大等に関する規定を整備した。 
 
 

警察留置場に留置される受刑者について、不服申立制度に係る行政不服審査法等の技
術的読替えを定めたほか、差入人不明差入物等の公告の方法を定めた。 

銃砲刀剣類所持等取締法の一部を改正する法律の施行により、準空気銃が警察官によ
る一時保管の対象とされたことに伴い、準空気銃が一時保管された場合の手続に関す
る規定を整備した。 

国家公務員の災害補償制度の改正に機動的に対応するため、本施行令で規定していた
障害等級に該当する障害等を国家公安委員会規則で定めることとした。 

 
警察官の職務に協力援助した者の災害給付に関する法律施行令の一部改正に合わせ、
同様の規定を整備した。 
 

中型自動車免許に係る運転免許試験手数料等の標準を定めた。 

 
探偵業の業務の適正化に関する法律の規定により道公安委員会の権限に属する事務は、
道警察本部の所在地を包括する方面を除く方面については、当該方面公安委員会が行
うこととした。 

法において政令で定めることとされている特定旅客施設の要件その他所要の規定を整
備した。 

18.4.1 
 

18.4.1 
 

18.4.1 
 
 

18.5.24 
 

18.8.21 
 
 

18.8.18 
 
 

18.8.18 
 
 

19.6.2 
 

19.6.1 
 
 

18.12.20

政 令 名 施行年月日 要　　　　　　　　　旨 

平成18年中の主な政令の制定（警察関係）
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編

事 　 項 月　　　日 

1 6 仙台市の病院における新生児被害の身の代金目的誘拐事件、1.8検挙（宮城） 
 6，17 革マル派系全学連活動家らによる傷害及び暴処法違反（集団的暴行）事件検挙（大阪） 
 9～27 東京都において警察情報通信セミナー開催 
 11～14 静岡県で日本共産党第24回党大会開催 
 16 稲川会傘下組織幹部らによるバカラ賭博に係る組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等収受）事件検挙（警視庁） 
 18 稲川会傘下組織組員らによる大量けん銃等密輸入事件検挙（警視庁、神奈川） 
 23 公安審査委員会が、団体規制法に基づき、オウム真理教に対する3年間の観察処分の期間更新を決定 
 26 盛岡市における実母殺人事件、1.27検挙（岩手） 
 28 フィッシングサイト利用による不正アクセス禁止法違反（不正アクセス行為）及びインターネット・オークション利用による詐

欺事件検挙（警視庁） 
2 3 松葉会を指定暴力団として第５回指定（東京都公安委員会） 
 3 二代目福博会（現三代目福博会）を指定暴力団として第３回指定（福岡県公安委員会） 
 7～10 東京都において第11回アジア・太平洋薬物取締会議開催 
 8 健康食品等販売会社代表取締役らによる薬事法違反（業として行う医薬品の無許可販売等）に係る組織的犯罪処罰法違反（不法

収益等による事業経営の支配を目的とする行為）事件検挙（静岡） 
 13 山口組傘下組織組長らによる組織的振り込め恐喝事件検挙（大分） 
 14 インターネット利用による漫画配信に係る著作権法違反（公衆送信権侵害）事件検挙（福岡） 
 17 全国小売酒販組合中央会事務局長らによる多額背任等事件検挙（警視庁） 
 17 長浜市における幼稚園児2人被害に係る殺人事件、同日検挙（滋賀） 
 19 仙台市等における連続強盗強姦等事件、8.21検挙（宮城） 
 21 日豪警察当局間意図表明文書署名 
 24 南丹市長選挙における当選候補者らによる供応・物品買収事件検挙（京都） 
 24 サウジアラビア・アブカイクの石油精製施設に対する襲撃事件が発生、７人が死亡、４人が負傷 
 25 IC機器製造会社役員らによる仮装増資事件検挙（大阪） 
 28 学校法人理事長らによる背任及び補助金適正化法違反（不正受給）等事件検挙（北海道） 
3 1 小児性愛者らによる強姦、強制わいせつ及び児童ポルノ提供・製造等事件検挙（埼玉、宮城） 
 1～2 東京都において地域テロ対策協議を開催 
 2 住吉会傘下組織組長と信用金庫会長らによる不正融資事件検挙（警視庁） 
 3 アベック拉致容疑事案（福井）で、北朝鮮工作員辛光洙を国際手配（福井、警視庁） 
 3 アベック拉致容疑事案（新潟）で、北朝鮮工作員通称チェ・スンチョルを国際手配（新潟、警視庁） 
 13～17 オーストリアにおいて第49回国連麻薬委員会開催 
 14 中央交通安全対策会議において「第8次交通安全基本計画」を作成 
 14 中核派系全学連活動家らによる威力業務妨害及び建造物侵入事件検挙（警視庁） 
 17 豊島区における強盗殺人・放火事件、5.10検挙（警視庁） 
 20 川崎市多摩区における連続殺人、同未遂等事件、4.1検挙（神奈川） 
 28 台湾統一工作活動に従事していた在日中国人に係る入管法違反（資格外活動）幇助事件検挙（警視庁） 
 28～4.6 イラク警察の第一線の鑑識責任者等10名を招へいし、「イラク警察研修（鑑識）」を実施 
4 6 「交通安全対策推進プログラム」を公表 
 6～15 春の全国交通安全運動 
 11 住宅リフォーム会社役員らによる小屋裏補強工事と称した詐欺及び特定商取引法違反（不実の告知）事件検挙（京都、埼玉） 
 11～13 インドネシアにおいて第19回ICPOアジア地域連絡会議開催 
 14 ウィークリーマンションを拠点とした不正アクセス禁止法違反（不正アクセス行為）及びインターネット・オークション利用に

よる詐欺事件検挙（群馬、愛知） 
 17 伊豆の国市における現金輸送車対象けん銃使用強盗事件、10.30検挙（静岡） 
 19 携帯電話販売業者による携帯電話不正利用防止法違反（無承諾譲渡等の誘引行為）等事件検挙（愛知） 
 21 中津川市における女子中学生殺人事件、同日検挙（岐阜） 
 24 伊都郡高野町における写真店経営者殺人事件、4.25検挙（和歌山） 
 24 エジプト・シナイ半島南部ダハブの中心地で連続３回の爆発が発生し、18人以上が死亡、60人以上が負傷 
 26～27 原敕晁さん拉致事案で、北朝鮮工作員辛光洙及び金吉旭を国際手配（警視庁） 
5 3 山口組傘下組織関係企業役員らによる未公開株式買付金名下の詐欺事件検挙（千葉） 
 6 道仁会傘下組織幹部らによる大量覚せい剤所持事件検挙（福岡、警視庁） 
 7 西置賜郡飯豊町における一家３人殺傷事件、同日検挙（山形） 
 8 山口組幹部らによる電磁的公正証書原本不実記録・同供用事件検挙（警視庁） 
 8 財団法人理事長らによる業務上横領及び詐欺事件検挙（大阪） 
 9 無線LAN等でのインターネット・オークション利用による不正アクセス禁止法違反（不正アクセス行為）及び広域詐欺事件検挙（岐阜、茨城） 

かん 

シングァンス 

ただあき キムキルウク 

にしおきたま いいで 

ほう 

2 平成18年中の主な出来事
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事 　 項 月　　　日 

5 12 極東会傘下組織組長らによる北朝鮮ルートの大量覚せい剤密輸入事件検挙（鳥取、警視庁、群馬、埼玉、愛知） 
 15 元県議会議員らによる残土処分を仮装した産業廃棄物の不法投棄等に係る廃棄物処理法違反（不法投棄等）事件検挙（警視庁） 
 15 情報技術犯罪対策課及び情報技術解析課と英国重大組織犯罪対策庁電子犯罪部との間で、サイバー犯罪の防止及び取締りのため

の協力に関する意図表明文書署名 
 17 山本郡藤里町における連続児童殺害事件、6.4検挙（秋田） 
 20～22 天皇皇后両陛下の第57回全国植樹祭御臨場等に伴う警衛（岐阜） 
 21 かすみがうら市長らによる公共工事発注をめぐる贈収賄事件検挙（茨城） 
 25 銃器対策推進本部において「平成18年度銃器対策推進計画」策定 
 28 西白川郡泉崎村における保護責任者遺棄致死事件、7.28検挙（福島） 
 30 フィッシングサイト利用による不正アクセス禁止法違反（不正アクセス行為）及びインターネット・オークション利用による詐

欺等事件検挙（京都、静岡、熊本） 
 30 転送電話システムを利用した広域にわたる融資保証金名下の振り込め詐欺事件検挙（埼玉、秋田、兵庫） 
6 1 インターネット上の違法・有害情報対策を推進するため、インターネット・ホットラインセンターの運用を開始 
 1 新たな違法駐車対策法制の施行（放置違反金制度の導入等） 
 1～30 暴走族取締強化期間 
 3 山口組傘下組織幹部によるインターネットオンラインカジノを利用した組織的常習賭博事件検挙（京都、愛知） 
 3 港区において、エレベーターに挟まれる事故が発生、高校生が死亡 
 6 山口組傘下組織組員らによる売春防止法違反（周旋等）に係る組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等収受）事件検挙（大阪） 
 8 韓国人グループによる偽バイアグラの大量密輸入及び密売に係る薬事法違反（模造医薬品の販売等）事件検挙（大阪、岡山） 
 8～15 天皇皇后両陛下のシンガポール及びタイ（マレーシアお立ち寄りを含む。）御訪問に伴う警衛（シンガポール、タイ、マレーシ

ア） 
 11 インターネットバンキングに対する不正アクセス禁止法違反（不正アクセス行為）及び電子計算機使用詐欺未遂事件検挙（兵

庫） 
 13 中国人グループによる組織的な身分証明書等偽造事件検挙（警視庁、長野） 
 13 出会い系サイト事業者からの広告宣伝メールの大量送信による電子計算機損壊等業務妨害事件検挙（福島） 
 15～16 G8司法内務閣僚会合がロシアで開催され、警察庁次長が出席 
 19 大阪・岡山二府県広域にわたる殺人等事件、6.24検挙（大阪・岡山） 
 20 磯城郡田原本町における家族放火殺人事件、6.22検挙（奈良） 
 21 数都府県下に及ぶ恋人紹介登録料名下の振り込め詐欺事件検挙（静岡） 
 26 渋谷区における女子大生被害の身の代金目的拐取等事件、6.27検挙（警視庁） 
 29 弁護士による組織的犯罪処罰法違反（犯罪収益等隠匿未遂等）事件検挙（埼玉） 
7 3 フィリピンにおいてアジア・太平洋マネー・ローンダリング対策グループ年次会合開催 
 3 通信販売会社社長らによるカタログ販売員募集を装った無限連鎖講防止法違反（開設、運営）事件検挙（京都） 
 5 北朝鮮の弾道ミサイル発射を受け、警察庁に対策本部を設置 
 6 不動産会社役員らによる落札した競売物件の販売に係る宅地建物取引業法違反（無免許事業等の禁止）及び詐欺事件検挙（千

葉、広島） 
 6 政治団体構成員による外務省に対する器物損壊等事件、同日検挙（警視庁） 
 11 インド・ムンバイにおいて大規模な同時多発爆弾テロが発生、186人が死亡、約900人が負傷 
 11～18 小泉首相のサンクトペテルブルク・サミット出席等に伴う警護（ロシア、イスラエル、パレスチナ、ヨルダン） 
 12 京都府において第27回警察庁／FBI組織犯罪に関するワーキンググループ開催 
 12 タイ人及び売春クラブ経営者らによるタイ人女性の人身取引事件検挙（千葉） 
 18 薬物乱用対策推進本部において「薬物乱用防止新五か年戦略フォローアップ」及び「薬物密輸阻止のための緊急水際対策フォロ

ーアップ」を決定 
 19 九戸郡洋野町における母娘２人被害の強盗殺人・死体遺棄事件、7.25検挙（岩手） 
 21 日米刑事共助条約発効 
 21 犯罪対策閣僚会議・暴力団資金源等総合対策ワーキングチームの設置 
  自称右翼団体代表による日本経済新聞社に対する火炎びん処罰法違反（製造、所持）事件、19.4.18検挙（警視庁） 
 22 滋賀県において「子どもを犯罪に巻き込まない地域づくりタウンミーティング　イン滋賀」開催 
 23～27 インドネシア国家警察改革支援プログラム実施状況視察等のため、国家公安委員会委員長がインドネシアを訪問 
 25 山口組傘下組織に係る武器庫事件検挙（岩手） 
 28 広島県において全国非行防止大会広島大会を開催 
 31 ふじみ野市のプールにおいて排水溝に吸い込まれた少女が死亡した業務上過失致死事件、11.16検挙（埼玉） 
8 10 元商社代表取締役による凍結乾燥機不正輸出事件検挙（山口、島根） 
 10 在日ロシア連邦通商代表部員らによる窃盗事件検挙（警視庁） 
 10 英国で航空機の同時多発爆破テロ計画事件が検挙 
 14 千葉県内旧江戸川においてクレーン船が同船のアームで送電線を損傷したため首都圏１都２県約139万世帯で停電 
 15 政治団体幹部による加藤紘一衆議院議員実母宅に対する現住建造物等放火事件、8.29検挙（山形） 
 17 酒匂川において急激な増水により25名が流されたり中洲に取り残される水難が発生、２人死亡、23人救出（神奈川） 
 18 中国人研修生による殺人・殺人未遂事件、同日検挙（千葉） 
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8 25 福岡市における幼児３人が死亡した飲酒ひき逃げ事件、8.26検挙（福岡） 
 25 精密機器メーカー代表取締役社長らによる三次元測定機不正輸出事件検挙（警視庁） 
 28 稚内市における実母殺人事件、8.29検挙（北海道） 
 28 周南市における同級生殺人事件、10.31解決（山口） 
 29 「治安再生に向けた７つの重点」を公表 
9 4～15 東京都において国際テロ事件捜査セミナーを開催 
 7～12 小泉首相の「アジア欧州会合第６回首脳会合」出席等に伴う警護（フィンランド） 
 8 インド・マレガオンにおいてモスク付近で複数の爆発が発生し、31人が死亡、約125人が負傷 
 9 大量の偽造旧一万円券輸入及び広域にわたる同行使事件検挙（福岡、三重、富山、警視庁、群馬） 
 12 シリア・ダマスカスの米国大使館を武装グループが襲撃、６人死亡、10数人負傷 
 12～18 飲酒運転取締強化週間 
 15 オウム真理教松本智津夫被告に対し、最高裁判所が特別抗告棄却を決定し、死刑確定 
 18～21 ブラジルにおいて第75回ICPO総会開催 
 21～30 秋の全国交通安全運動 
 24 北九州市における刃物使用人質立てこもり事件、同日検挙（福岡） 
 25 オンラインゲームにおける不正アクセス禁止法違反（不正アクセス行為）及びゲーム内のアイテム詐欺事件検挙（香川） 
 25～10.13 東京都において2006年薬物犯罪取締セミナー開催 
 27～29 東京都においてアジア大洋州地域サイバー犯罪捜査技術会議開催 
 29～10.1 天皇皇后両陛下の第61回国民体育大会御臨場等に伴う警衛（兵庫） 
10 3 財団法人元会長らによる背任及び業務上横領事件検挙（警視庁） 
 8 英国ロンドンにおいて「ITS世界会議」開催 
 8 政治団体幹部による外為法違反企業に対する建造物損壊等事件、同日検挙（神奈川） 
 9 北朝鮮の核実験実施報道を受け、警察庁に警備対策室を設置 
 11 安全・安心なまちづくり関係功労者として防犯ボランティア10団体が総理大臣表彰受賞（「安全・安心なまちづくりの日」） 
 11 共政会会長の恐喝事件に絡む弁護士による証人等威迫事件検挙（広島） 
 11 政府が北朝鮮に対する追加制裁措置を決定したことに伴い、警察庁に警備対策本部を設置 
 11～20 全国地域安全運動 
 12 政治団体幹部らによる外為法違反企業に対する器物損壊等事件、同日検挙（神奈川） 
 13 茨城県において「銃器犯罪根絶の集い・茨城大会」開催 
 18 東南アジア渡航者による国外における児童買春、児童ポルノ製造、輸入等事件検挙（兵庫、福岡） 
 22 長岡京市における保護責任者遺棄致死事件、10.23検挙（京都） 
 23 大仙市における男児殺人事件、11.13検挙（秋田） 
 26 通貨オプションを活用した投資名下の多額詐欺事件検挙（警視庁） 
 28～31 天皇皇后両陛下の第26回全国豊かな海づくり大会御臨席等に伴う警衛（佐賀） 
 30 中国人らによる連続侵入強盗事件検挙（警視庁、青森、宮城、茨城、埼玉、千葉） 
11 2 母娘拉致容疑事案で、北朝鮮工作員通称キム・ミョンスクを国際手配（新潟） 
 6 大手化学メーカーによる産業廃棄物フェロシルトの不法投棄に係る廃棄物処理法違反（不法投棄）事件検挙（三重、愛知、岐

阜、京都） 
 7 下益城郡城南町における銃器使用殺人未遂・人質立てこもり事件、同日検挙（熊本） 
 7 北海道佐呂間町で竜巻が発生、９人が死亡、31人が負傷 
 8 政治団体代表による大手企業ビルに対する建造物損壊事件、同日検挙（大阪） 
 8～10 東京都において第３回東アジア地域組織犯罪対策会議開催 
 13 大仙市児童殺人・死体遺棄事件（秋田） 
 17 昭和52年10月に鳥取県で女性が失踪した事案を拉致容疑事案と判断し、その旨公表（鳥取） 
 17～20 安倍首相のアジア太平洋経済協力会議出席に伴う警護（ベトナム） 
 20 岡崎市における路上生活者強盗殺人事件、12.28検挙（愛知） 
 28～29 韓国において第９回日韓ICPO実務担当者会議開催 
 28～29 東京都において東南アジアにおける児童の商業的・性的搾取対策に関するセミナー及び捜査官会議開催 
12 2 成田市長らによる同市清掃工場運転管理業務委託契約をめぐる贈収賄事件検挙（千葉） 
 4～10 飲酒運転取締強化週間 
 5 元朝鮮商工会職員による税理士法違反（税理士業務の制限）事件検挙（兵庫） 
 8 東京証券取引所の市場における反社会的勢力排除対策連絡協議会を設立 
 8 宮崎県知事らによる県発注の業務委託をめぐる談合事件検挙（宮崎） 
 17 萩市における実父殺人事件、同日検挙（山口） 
 18 東京都において第３回警察庁と中国公安部による協議開催 
 19 第８回犯罪対策閣僚会議開催 
 27 日韓刑事共助条約批准 

※統計資料については、警察庁ウェブサイトの「平成19年　警察白書」（http://www.npa.go.jp/hakusho/h19/index.html）
を御参照ください。 
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